
令和２年度

市町村課
総務グループ
１　職員の派遣

府、市町村間の緊密な協力関係を構築し、市町村行政の円滑な推進を図るため、令和２年度においては、市町村からの要請に基づき　９５名（事務　１５名、技術　８０名）の本府職員の派遣を行った。
２　研修生の受入れ

市町村の行政事務処理や建設事業実施等について必要な知識を修得させるため、令和２年度においては、市町村職員　６２名（事務　４０名、技術　２２名）を研修生として受け入れた。

行政グループ
１　地方自治法等に関する助言
市町村における条例、議会運営、財産管理、契約等について、行政を適正かつ効率的に運営するため、助言、情報提供等を行った。

また、以下の事務について許可や届出の受理等を行うとともに、適正な事務執行を図るよう助言等を行った。

(1) 消防事務、廃棄物事務、介護保険及び後期高齢者医療に関する事務など市町村事務を共同して処理する一部事務組合並びに広域連合について、その設立等に係る許可を行うとともに、運営の適正化、円滑化を図るため、助言等を行った。
その他、地方自治法上の協議会、事務委託、機関の共同設置等についても、設置等に係る届出の受理を行うとともに、適正な運営を図るための助言等を行った。
1  一部事務組合        ３０組合　〔令和３年３月３１日現在〕

②　広域連合　　　　　　２連合　　〔令和３年３月３１日現在〕

③　協議会　　　　　　　６協議会　〔令和３年３月３１日現在〕

④　機関の共同設置　　　１５機関　〔令和３年３月３１日現在〕

根拠法令
○地方自治法等

(2) あらたに生じた土地の確認

地方自治法第２５２条の１７の２第１項の規定に基づき、知事の権限に属する事務のうち、同法第９条の５の規定に基づく事務（届出の受理に関する事務、告示に関する事務）を市町村が処理し、その報告を受理する。
令和２年度中の報告受理件数　　　　２件

    　　　　　　　　
(3) 住居表示の実施等

住居表示に関する法律第３条の規定により、住居表示を実施した市町村からの報告を受理するとともに、市町村の市街地における合理的な住居表示の実施について助言等を行った。

令和２年度中の届出件数　　　　　　７件

２　人事行政に関する助言等

(1) 人事管理に関する助言等

ア　労務管理

違法な争議行為の防止、健全な労使関係の確立等市町村の労務管理について、助言等を行った。

イ　公務能率の推進

組織・機構の簡素化、適正な定員管理、事務事業の効率的執行等が図られるよう、助言等を行った。

ウ　服務規律の確保

職員の服務規律の確保に努めるとともに、不祥事等の住民の信頼を損なうような事態が発生したときは、厳正な措置を講じるよう服務管理について助言等を行った。

エ　任用管理

行政の高度化、専門化に対応しうる人材の確保と職員の能力開発のため、定員管理、給与管理等とあわせ、メリットシステムによる職員の任用管理を適正に行うよう助言等を行った。

オ　安全衛生管理体制の整備

労働安全衛生法により定められている安全衛生管理体制について、早急にその整備が図られるよう助言等を行った。

カ　公務員制度実態調査等

市町村の職員団体、労働組合、分限・懲戒処分、勤務条件、職員数等の状況を調査し、助言等の基礎資料としている。

(2) 給与制度に関する助言等

ア　給与水準等の適正化

職員の給与制度、給与水準のより一層の適正化が図られるよう助言等を行った。

イ　給与改定

給与改定については、適正な給与水準を実現するよう助言等を行った。

ウ　給与実態調査

市町村の給料表、給与水準、各種手当制度等の状況を調査し、助言等の基礎資料としている。

(3) 行政改革に関する助言等

市町村の行政改革の取組状況等を調査し、助言等の基礎資料としている。
(4) 人材育成に関する取組等

ア　人材育成の推進

適正な人材の育成・確保に必要な情報提供に努め、人事評価制度等の整備がされるよう助言等を行った。

イ　市町村職員の研修

市町村及び関係団体が主催する研修について、資料の提供や助言等の必要な支援を行った。また、市町村に対して、研修計画の策定等についての助言等を行った。

根拠法令
○地方公務員法等

３　住民基本台帳制度の実施に関する助言等

(1) 住民基本台帳法の適正な執行を図るため、市町村に対して必要な助言、情報提供及び研修を行った。

(2) 住民基本台帳ネットワ－クシステムの構築・運営　　　　
令和２年度においては、同システムの適正な運営のため、システム管理をはじめ研修等を実施するとともに市町村に対しては、セキュリティ確保など、その適正な管理運営のための助言等を行った。
　また、「大阪府住民基本台帳ネットワークシステム市町村連絡会」の開催及び法に基づく地方公共団体情報システム機構への負担金の支払いを行った。

根拠法令

○住民基本台帳法等

（単位　千円）
	
	H30年度
	R元年度
	R2年度

	◆ネットワーク構築・運営経費
	歳出予算（最終予算）
	１２６，１０５
	１５６，７２０
	１２７，８９３

	
	決算額
	１２４，１６３
	１５５，１３２
	１２６，５３４

	内訳
	内負担金支払実績
	３５，２８１
	５８，２４６
	６７，２７０


４　社会保障・税番号制度の導入に関する助言等
社会保障・税番号制度の円滑な導入を図るため、各種システム改修の進捗管理、システム整備費補助金申請業務の補助、マイナンバーカードの交付や個人情報保護評価の実施についての助言等を行った。

５　共済組合の指導、監督
大阪府市町村職員共済組合の円滑な業務運営を図るため、必要な指導、助言を行うとともに、諸報告の聴取等を行った。

根拠法令
○地方公務員等共済組合法

６　自衛官募集事務

自衛官候補生の募集期間、試験期日等の告示、府、市町村及び自衛隊大阪地方協力本部による募集事務担当主管課長会議の開催及び広報物の配架等自衛官の募集に関する事務を行った。

根拠法令

○自衛隊法
○自衛隊法施行令
７　行政書士会の指導・監督及び行政書士試験

(1) 行政書士会の業務運営の適正化を図るため、その業務について報告を求め、指導を行った。

(2) 行政書士試験

行政書士法第４条第１項の規定に基づき、指定試験機関（一般財団法人行政書士試験研究センタ－）に試験事務を委任するとともに、行政書士試験の施行に関する事務を行った。

　　　　　　　　　　　　　
令和２年度　　　　　１１月８日（日）実施

　　　　　　　　　　　　
受験申込者数　　　　　　４，８０５人　（受験不参加者数　１，１３８人）

　　　　　　　　　　　　　
合格者数　　　　　　　　　　４３２人　（合格率　１１．８％）
根拠法令

○行政書士法

８　表彰・栄典

府内市町村において、地方自治功労等のあった者に対して、知事表彰及び栄典の候補者の推薦等を行った。

　　　　　　　　　　
(1) 知事表彰　　　（令和２年５月３日（令和２年度は新型コロナウイルスにより式典中止））

地方自治功労　　　３４人
地縁団体功労　　　１５人
善行者　　　　　　　２人

(2) 春秋叙勲　　　　　　　　　　　
令和２年春　　（令和２年４月２９日）
地方自治功労　　　　１２人
　　　　　　　　　
令和２年秋　　（令和２年１１月３日）
地方自治功労　　　　１６人
(3) 死亡叙位叙勲　（令和 ２年度）
地方自治功労　　　 １８人

(4) 高齢者叙勲　　（令和 ２年度）
地方自治功労　　　　 ８人
振興・分権グループ
１　市町村振興　

(1) 大阪府市町村振興補助金（施設整備等補助）の交付

市町村の特性を踏まえた上で、市町村の自律化に向けた体制整備や行財政基盤の強化への取組みを支援するため、大阪府市町村振興補助金（施設整備等補助）を交付した。

①補助金交付団体

　　　　　大阪市及び堺市を除く４１市町村

②補助対象事業

　　　　市町村が実施する自律化に向けた事業又は緊急課題に対応するための事業

　　　　　４７事業　１，０５２，５００千円

③補助金交付限度額の算定

　　　　自律化に向けた体制整備、行財政基盤の強化や市町村における施策課題への取組みについて、算定基準を設定し、その実施状況に応じて算定　　　

　　　

根拠法令

○大阪府市町村振興補助金（施設整備等補助）交付要綱

　（単位　千円）

	
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度

	歳出予算（最終予算）
	１，０２７，５００
	１，０５２，５００
	１，０５２，５００

	決算額
	１，０２７，５００
	１，０５２，５００
	１，０５２，５００

	補助実績
	１，０２７，５００
	１，０５２，５００
	１，０５２，５００


(2) 大阪府宝くじ社会貢献広報市町村補助金の交付

広く府民に宝くじ収益金の活用方法について理解を求めるため、市町村が実施する宝くじの社会貢献広報事業に対し、大阪府宝くじ社会貢献広報市町村補助金を交付した。

補助金交付団体

八尾市、寝屋川市、箕面市、高石市及び太子町

　　（単位　千円）

	
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度

	歳出予算（最終予算）
	１００，０００
	１００，０００
	１００，０００

	決算額
	１００，０００
	１００，０００
	１００，０００

	補助実績
	１００，０００
	１００，０００
	１００，０００


根拠法令

○大阪府宝くじ社会貢献広報市町村補助金交付要綱

(3) 地域活性化事業計画の確認等　

市町村が実施する自主的・主体的な地域活性化のための基盤整備を推進するため、交付税措置がなされる地域活性化事業債の充当にかかる事業計画の確認及び総務省への提出を行った。

　　　【地域活性化事業数】

	　事　業　計　画　名
	H30年度
	R元年度
	R2年度

	地域経済循環の創造
	　６
	　７
	１２

	人材力の活性化
	　０
	　０
	　０

	地域の歴史文化資産の活用
	　０
	　３
	　２

	一億総活躍社会の実現のためのいのちと生活を守る安心の確保（旧：いのちと生活を守る安心の確保）
	１０
	１０
	　７

	2020年東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ競技大会の推進

（旧：ホストタウンの取組の推進）
	　０
	　０
	　０

	ラグビーワールドカップ2019の推進
	　１
	　０
	　０

	合　　　　計
	１７
	２０
	２１


(4) 要望等の受理　

大阪府市長会要望　ほか３団体

２　市町村への分権の推進
(1) 市町村への権限移譲

府では、「大阪発“地方分権改革”ビジョン」に基づき、市町村が、住民に身近な行政サービスをより総合的に展開できるよう、平成22年度から政令市を除く府内市町村に「特例市並みの権限移譲」を推進してきた。

令和２年度においては、平成26年５月に策定した「今後の権限移譲の基本的な考え方」に基づき、特例市並みの権限移譲の定着・充実及び新たな事務の移譲の推進に取り組んだ。


(2) 市町村間の広域連携の促進
市町村間の広域連携がさらに進むよう、府内各地域で「地域ブロック会議」を開催し、府と市町村が参加の下、新たな連携に向けた意見交換を行うなど、積極的にコーディネートを図った。

３　府と市町村との協調　

府と市町村との協調関係を強化するため、地域別会議に参画した。

地域別会議等への参画　　　　　２回

（内訳）・南河内地域副市町村長会議           １回　（書面開催）
・北摂市長会（知事懇談会）　　　　　 １回　（書面開催）
４　基礎自治機能の充実に向けた取組み
市町村において将来課題の検討等が進むよう、「基礎自治機能の維持・充実に関する研究会」の各テーマ別研究会での成果を踏まえ、財政基盤が脆弱な町村を対象とした中長期財政シミュレーションの作成（令和２年度末に８町村分を公表）等を行った。
５　特別定額給付金の給付に係る業務

市町村が特別定額給付金の給付を円滑に行えるよう、情報提供や国との連絡調整等を行うとともに、給付に要する事業費及び事務費に係る国庫補助金の交付にあたり、進達等を行った。

　　国庫補助金の交付
　　　・特別定額給付金給付事業費補助金　　　８８２，０７７，３３０千円
　　　・特別定額給付金給付事務費補助金　　　　　７，０５２，１７５千円
財政グループ
１　財政運営に関する助言等　
(1) 財政運営計画ヒアリング

市町村財政運営の適正化、効率化を図るため、市町村に対して財政運営計画の作成を依頼し、その内容を聴取するとともに、必要な助言を行った。

(2) 地方財政状況調査等
市町村及び一部事務組合の普通会計、公営企業会計、収益事業会計、国民健康保険事業会計等の決算状況について調査を行うとともに、地方公会計制度の推進を図るため、市町村等に対して研修や助言を行った。
(3) 公共施設状況調査等
市町村の公共施設の状況について調査を行うとともに、市町村が策定する公共施設に関する計画への理解度を深めるため、市町村に対して研修を行った。
　(4)財政状況の公表等　
市町村の健全化判断比率等の公表に加え、新たに市町村の財政の仕組みや状況について、グラフや図表を用いてわかりやすく公表した。
また、健全化判断比率及び資金不足比率の適切な算定や、一般会計等、公営企業会計、公営事業会計等を含めた全会計ベースでの財政健全化の取組みが着実に行われるよう、市町村等に対して必要な助言を行った。

(5) 公営企業の経営改善に向けた助言等
経営戦略の策定状況や地方公営企業法の適用状況について調査を行うとともに、未策定・未適用の場合は研修等を通じて、取組みの推進を図った。
また、公営企業の経営改善を図るため、市町村等に対して必要な助言を行った。

２　地方交付税の算定及び交付
(1) 普通交付税　　　　　　２６３,４６４,９６４　千円
（対前年度比　　△９，０４２，４７６千円、　３．３％減）

(2) 特別交付税　　　　　　１４，３８６，６２２　千円　

　　　　　　　※東日本大震災に係る分　３４４，３６９千円を含む
（対前年度比　　△２７６，７２７千円、　１．９％減）

(3) 震災復興特別交付税　　　　　　　　　　３５１千円

（対前年度比　　＋６３千円、　２１．９％増）

根拠法令

○地方交付税法等

３　起債の同意・許可等　
市町村、市町村の公営企業及び一部事務組合の起債の同意・許可等を次のとおり行った。

一般会計債　　　　　　　　　１１６，４００，５４５千円

公営企業債　　　　　　　　　　８１，５２３，３００千円

減収補塡債　　　　　　　　　　　６，８１１，２１４千円
臨時財政対策債　　　　　　　　６１，５６４，９５６千円

国の予算等貸付金債　　　　　　　　　　３８，８７２千円

　　　

合計　　　　　　　　　　　　２６６，３３８，８８７千円
根拠法令

○地方財政法
　　　　　○地方公営企業法　等

４　大阪府市町村施設整備資金の貸付　
市町村が行う公共施設の整備を促進するため、大阪府市町村施設整備資金貸付金を、
２，０００，０００千円貸し付けた。

公立学校施設分　　　　　　　　　　　　３０８，８００千円

道路・街路分　　　　　　　　　　　　　　８２，３００千円

環境衛生分　　　　　　　　　　　　　　　５５，０００千円

その他都市施設分　　　　　　　　　　　７５３，９００千円

土地開発公社健全化分　　　　　　　　　８００，０００千円

根拠法令

○大阪府市町村施設整備資金貸付要綱

（単位　千円）
	
	H30年度
	R元年度
	R２年度

	歳出予算（最終予算）
	２，０００，０００
	２，０００，０００
	２，０００，０００

	決算額
	２，０００，０００
	２，０００，０００
	２，０００，０００

	貸付団体数
	　　　　１４
	　　　　１６
	　　　　１９

	年度末貸付残高
	２５，０２２，８７０
	２４，６０２，５９８
	２４，２３７，５７３


５　市町村振興宝くじ収益金交付金の交付

市町村振興宝くじの収益金の大阪府配分金として、２，１０５，５７４千円を公益財団法人大阪府市町村振興協会に交付した。

根拠法令

○当せん金付証票法

（単位　千円）

	
	H30年度
	R元年度
	R２年度

	歳出予算（最終予算）
	２，１９０，１１２
	２，０８６，４２４
	２，１０５，５７４

	決算額
	２，１９０，１１２
	２，０８６，４２４
	２，１０５，５７４

	交付実績
	２，１９０，１１２
	２，０８６，４２４
	２，１０５，５７４


６　交通安全対策特別交付金の交付
市町村が行う道路交通安全施設の整備を促進するため、１，８５９，１８２千円を交付した。

（対前年度比　　＋１８３，６７４千円、　１１．０％増）
根拠法令

○道路交通法
　　　　　○交通安全対策特別交付金等に関する政令

７　地方譲与税譲与金の譲与 
(1) 地方揮発油譲与税　　　３，６６０，０９５千円　
（対前年度比　　△６２，６０３千円、　１．７％減）
(2) 地方道路譲与税                　　　　２９円　
（対前年度比　　△１，４４０円、　９８．０％減）
(3) 自動車重量譲与税    １０，６４８，８５９千円
（対前年度比　　△７２，０３３千円、　０．７％減）

根拠法令

○地方揮発油譲与税法

○自動車重量譲与税法

８　土地開発公社への助言等

公有地の拡大の推進に関する法律に基づき設立された土地開発公社の運営の適正化、円滑化を図るため、市町村に対して必要な助言等を行った。

根拠法令

○公有地の拡大の推進に関する法律
９　各種国交付金の交付
地方創生や新型コロナウイルス感染症対策に取り組む市町村を支援するため、国交付金を次のとおり交付した。

(1) 地方創生推進交付金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５９２，５９３千円
(2) 地方創生拠点整備交付金         　　　　　　　　　　　　　１１２，１５２千円
(3) 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金   　８９，１４３，２９６千円
税政グループ
１　税務行政に関する助言等

市町村が当面する税の諸問題について助言を行うとともに、地方税制改正（令和３年度分及び新型コロナウイルス感染症の影響への対応によるもの）の内容が速やかに定着し、適正に執行されるよう税制改正に関する情報提供及び助言を行った。
２　税務職員等の研修

　市町村税務職員等に対する重点的、体系的な助言の一環として、市町村税務職員研修会等を開催した。
　

(1) 固定資産税実務研修会：１１月２日・咲洲庁舎４１階　大会議室
（償却資産の適正な賦課について）

(2) 非木造家屋評価実務研修会：１０月２７、２９、３０日・大阪府新別館南館５階 大ホール

及び２階咲洲ホール

（非木造家屋の部分別評価について）

(3) 市町村税務職員研修会：講義の録音データの提供
　　　（地方税法総則に関する諸問題）

(4) 償却資産実務担当者意見交換会：書面開催
（申告内容の調査等に関する情報交換等）

(5) 法人住民税実務担当者意見交換会：１１月１８日・新別館南館５階　大ホール
　　　（未申告法人に対する調査等に関する情報交換等）

(6) 固定資産評価審査委員会事務局職員研修会：３月１８日・新別館北館４階　多目的ホール

（審査決定手続きと審査事項（適正な時価）について）

３　給与支払報告書等統合印刷協議会に係る業務

　近畿２府４県の市町村において使用する給与支払報告書等の様式の統一等を図るとともに、大阪国税局と協力して統合印刷を行うことを目的として、給与支払報告書等統合印刷協議会が設置されており、当課は、その事務局として役員や大阪国税局との連絡調整を行った。

４　大阪府固定資産評価審議会の運営

　市町村における固定資産税に係る土地、家屋及び償却資産の評価の適正を期するため、地方税

法第４０１条の２の規定により大阪府固定資産評価審議会を設置している。

〇　１１月１８日・咲洲庁舎５０階　迎賓会議室

・　令和３年度の基準地価格（案）について

〇　３月５日・咲洲庁舎５０階　迎賓会議室

・　令和３年度土地に係る提示平均価額(案)について
根拠法令

○地方税法
　　　　　○大阪府固定資産評価審議会条例

５　市町村税に関する調査・統計

　市町村における税務運営の実態を把握し、適正な助言等を行うための資料として、令和元年度中に行った税務統計調査等のうち主要なものは次のとおりである。

(1) 令和２年度分の固定資産（土地・家屋・償却資産）の価格等の概要調書

(2) 令和２年度都市計画税に関する調

(3) 令和２年度市町村税課税状況等の調

(4) 令和２年度国民健康保険税（料）に関する調

(5) 令和２年度市町村税の徴収実績に関する調

６　地方譲与税譲与金の譲与

(1) 航空機燃料譲与税　　　　３３２，６７９千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（対前年度比　△１，４９０，１４６千円、  ８１.８％減）

(2) 特別とん譲与税　　　　　　　５０８，３２９千円

　　　　　　　　　（対前年度比　△７０，８８８、　１２．２％減）

根拠法令

○航空機燃料譲与税法

○特別とん譲与税法

７　地方特例交付金の交付

　　令和２年度は、１０，０７４，１６９千円を交付した。

　　　　　　　（対前年度比　７０３，２５６千円、　７．５％増）

根拠法令
　　　　　○地方特例交付金等の地方財政の特別措置に関する法律

８　その他の税務事務等の執行

(1) 移動性償却資産等に係る価格等の決定及び配分

(2) 国有提供施設等所在市町村助成交付金の交付

(3) 普通交付税に係る基準財政収入額の算定

(4) 基準宅地の時点修正率の調整について

９　優良税務職員表彰

(1) 総務大臣表彰　　　　　６名

(2) 自治税務局長表彰　　　８名

10　ふるさと納税に係る事務

(1) 総務大臣に対する特例控除対象寄付金の指定申し出に係る取りまとめ
(2) 返礼品に係る地域資源の認定

選挙グループ
１　選挙関係条例の制定改廃

該当なし

選挙管理委員会として、次の事務を行った。
・大阪府議会議員羽曳野市選挙区補欠選挙の管理執行を行うとともに、市町村選挙等の助言を行った。
・啓発事業として、各種明るい選挙推進事業を実施した。
・政治資金規正法に基づく事務として、政治団体からの各種届出の受理、収支報告書の受理及び要旨の公表を行った。
・政党助成法に基づく事務として、支部政党交付金使途等報告書の受理等を行った。
・各種研究会等を開催するなど、市町村選挙事務の助言を行った。
事務事業実績





○新規移譲事務数（令和２年度）　延べ19事務


例：認定こども園（幼保連携型・幼稚園型・保育所型・地方裁量型）の認可・認定等　など





○移譲状況（令和２年度末）


府が提示した事務数　　　　　　　　延べ3,675事務


市町村の受入事務数　　　　　　　  延べ2,460事務（約67％）









